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様式第九（第４条関係） 

 

新事業活動に関する規制について規定する法律及び法律に基づく命令の規定に係る照会書 

  

2021年 11月 9日 

  経済産業大臣 萩生田 光一 殿 

  国土交通大臣 斉藤 鉄夫 殿 

 

東京都中央区銀座 1-22-11 

銀座大竹ビジデンス 2F 

        株式会社 KPtechnologies 

            代表取締役社長 青木陽 

 

 

産業競争力強化法第７条第１項の規定に基づき、実施しようとする新事業活動及びこれに関連す

る事業活動に関する規制について規定する法律及び法律に基づく命令の規定の解釈並びに当該新

事業活動及びこれに関連する事業活動に対する当該規定の適用の有無について、確認を求めま

す。 

 

 

記 

 

1.新事業活動及びこれに関連する事業活動の目標 

弊社は建設業界のバックオフィス業務の効率化を目的とした受発注プラットフォームである

「建設 PAD」を 2019 年 3月より提供しております。 

同サービスの利用は増加を続けておりますが、昨今におきましては導入の際の検討事項として

建設業法施行規則第 13 条の 4 第 2 項の技術的基準への適合が条件となることが多く、利用者に

対して各種法規制への順守という点を安心していただけるサービスを目指しております。 

 

2.新事業活動及びこれに関連する事業活動により生産性の向上又は新たな需要の獲得が見込まれ

る理由 

 

「新たな役務の開発又は提供」に該当します。 

現在の建設 PAD の電子署名の方式は、当事者型電子署名の方式を採用しており、契約当事者が

自ら取得した電子署名を電磁的文書に付しておりました。 

今般、弊社名義の電子署名を契約当事者が利用する事業者署名型電子署名の方式を追加し、契約

当事者が自ら電子証明書を取得する手間を省略した、これまでより簡易な方法で利用できるよう

にすることによって、導入のための障壁を軽減しさらに多くの建設業の企業の需要を見込んでお 

ります。 
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3.新事業活動及びこれに関連する事業活動の内容 

 

（1）事業実施主体 

 

サービス提供事業者  ： 弊社 

サービス利用者    ： 弊社顧客 

 

（2）事業概要 

 

サービス概要 

「建設 PAD」は元請―下請間の書類のやり取りを行うクラウド上のプラットフォームであり、

本サービス内で元請―下請間の受発注、請求書等のやり取りを行うことが可能です。受発注につ

いては電子署名を施すことによって、電子契約と同等の効力を付します。 

 

事業の流れ 

本サービスの利用者は「元請事業者」と「下請事業者」です。 

① 「元請事業者」が本サービスにユーザ登録を行います。ユーザ登録は次の手順で行います 

１ 担当者のメールアドレスを入力 

２ 本サービスより１で入力したメールアドレスに対して本登録用の URL を記載したメールを送

付。 

３ ２のメールに記載の URL を持つページにて、代表者名、メールアドレス、パスワード、会社 

名、電話番号、住所を登録し、ユーザ登録が完了。 

 

ユーザ登録が終わると、ログインが可能になります。ログイン手順は次の通りです。 

１ 登録したメールアドレス、パスワード入力してログインアイコンを押下。 

２ ワンタイムパスワードの入力画面に遷移。ワンタイムパスワードは１の操作時のメールアド

レスに対して 1回限りのものを送付。 

３ ２で送付されたワンタイムパスワードを入力し、ログイン完了。 

 

後述します通り、「下請事業者」もユーザ登録並びにログイン操作が必要となりますが、上に記

載した内容と同じ操作を行います。 

② 「元請事業者」が本サービスを通じて「下請事業者」に対してユーザ登録の依頼を行いま

す。 

③ ②の依頼を基に「下請事業者」がユーザ登録を行います。 

④ 「元請事業者」、「下請事業者」の双方がユーザ登録を完了した状態で、「元請事業者」は本サ

ービスにログインした状態で「下請事業者」に対して契約書・注文書のデータを作成します。

作成後、プレビュー画面での確認を経て、「送信」アイコンを押下することで、「下請事業者」

に対してメールで注文書が届いている旨の連絡が本サービスより行われます。 

⑤ 「下請事業者」は本サービスにログインし、本サービス上で該当の契約書・注文書のページ

を開き、内容を確認し、内容について問題がなければ「承認」アイコンを押下します。 

⑥ ⑤の操作と同時に、本サービス上にて該当の契約書・注文書の pdfに対して、「元請事業者」、

「下請事業者」の 2 者を契約の当事者とする電子署名及びタイムスタンプが付され、電子契約

が締結された状態となります（注文書については同じ内容の注文請書の pdf も本サービス内で

自動作成し、その pdf に対しても電子署名・タイムスタンプを施します）。 

⑦ 締結後の契約書・注文書は当サービス内で閲覧可能で、必要に応じてダウンロード、印刷を

することも可能です。 
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【契約書・注文書やり取り概略図】 
 

 

4. 新事業活動及びこれに関連する事業活動の実施時期 

2021年 12月中旬に事業者署名型電子署名機能提供開始予定 

 

5.解釈及び適用の有無の確認を求める規制について規定する法律及び法律に基づく命令の規定 

 

【建設業法】 

第１９条 

３ 建設工事の請負契約の当事者は、前二項の規定による措置に代えて、政令で定めるところ

により、当該契約の相手方の承諾を得て、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信

の技術を利用する方法であって、当該各項の規定による措置に準ずるものとして国土交通省令

で定めるものを講ずることができる。この場合において、当該国土交通省令で定める措置を講

じた者は、当該各項の規定による措置を講じたものとみなす。  

 

 

【建設業法施行規則】 

第１３条の４ 

２ 前項に掲げる措置は、次に掲げる技術的基準に適合するものでなければならない。  

１ 当該契約の相手方がファイルへの記録を出力することによる書面を作成することができ

るものであること。 

２ ファイルに記録された契約事項等について、改変が行われていないかどうかを確認する

ことができる措置を講じていること。 

３ 当該契約の相手方が本人であることを確認することができる措置を講じていること。  

 

6.具体的な確認事項並びに規制について規定する法律及び法律に基づく命令の規定の解釈及び当

該規定の適用の有無についての見解 

 

本照会書３．（２）記載の弊社の受発注プラットフォーム「建設PAD」が、建設業法施行規則 
第１３条の４第２項に規定する技術的基準の要件を満たしているか確認したい。 

 

＜当社の考え＞ 

見読性の確保について 

「元請事業者」と「下請事業者」が締結した契約書・注文書については、本サービス内で「元
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請事業者」、「下請事業者」の双方が pdf 形式のものを閲覧可能で、必要に応じてダウンロード・

印刷もすることができ、以上の点より建設業法施行規則第１３条の４第２項第１号の要件を満た

すと考えます。 

 

 

 

原本性の確保について 

下記 2点より、建設業法施行規則第１３条の４第２項第２号の要件を満たすと考えます。 

① 弊社は公開鍵暗号方式による電子署名を使用しております。 

② 電子署名と同時にタイムスタンプも施しておりますので、保管されている電磁的記録が改ざ

んされていないことを証明することも可能です。 

電子署名・タイムスタンプの確認方法を下図に示します。 

 

 
 

 

本人性の確保について 

下記 2点より、建設業法施行規則第１３条の４第２項第３号の要件を満たすと考えます。 

①「元請事業者」、「下請事業者」いずれもユーザ登録時に 2 段階認証を行っております。具体的

には、初めに登録用のメールアドレスを入力後、そのメールアドレス宛に本登録用の URL を送付

し、その URL から本登録を行いますので、当該メールアドレスの所有者でなければユーザ登録を

進めることができない仕組みになっています。 

②「元請事業者」、「下請事業者」いずれもログイン時には 2 段階認証が必要です。契約書・注文

書の作成・承認の際には本サービスのログインが必須となっておりますので、2 段階認証のログ

インを経ずに契約書・注文書の作成・承認ができず、したがって当該メールアドレスの所有者で

なければ契約書・注文書の作成・承認ができない仕組みになっております。2 段階認証の具体的

な方法は、ユーザのメールアドレス・パスワード入力後に、本サービスより同メールアドレスに

対してワンタイムパスワードのメール送付を行い、そのワンタイムパスワードの入力後にログイ

ンが完了します。 
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